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9.9 水利用 

9.9.1 現況調査 

(1) 調査事項及びその選択理由 

調査事項及びその選択理由は、表 9.9-1に示すとおりとした。 

表 9.9-1 調査事項及びその選択理由 

調査事項 選択理由 

①水利用の状況 
②供給状況 
③雨水利用施設の種類、構造等の状況 
④循環利用水の種類、構造等の状況 
⑤節水方法の種類、構造等の状況 
⑥東京都等の計画等の状況 
⑦法令等による基準等 

事業の実施に伴い水の効率的利用への取組み・貢献
の影響が考えられることから、左記の事項に係る調
査が必要である。 

 

(2) 調査地域 

調査地域は、特に設定しない。 

 

(3) 調査方法 

1) 水利用状況 

調査は、関係機関等へのヒヤリング及び関係機関ホームページ等を用い、類似施設及び周辺

施設等における雨水、循環利用水（中水）1及び再生水 2の利用状況の整理によった。 

2) 供給状況 

調査は、関係機関等へのヒヤリング及び「東京都下水道局事業概要」（東京都）を用い、計

画地周辺の水再生センター等における再生水の供給状況の整理によった。 

3) 雨水利用施設の種類、構造等の状況 

調査は、関係機関等へのヒヤリングとし、類似施設における雨水利用施設の種類、構造等の

状況の整理によった。 

4) 循環利用水（中水）の種類、構造等の状況 

調査は、関係機関等へのヒヤリングとし、類似施設における循環利用水（中水）の設備等の

種類、構造等や取組みの状況の整理によった。 

5) 節水方法（雨水、循環利用水（中水）及び再生水の利用を除く）の種類、構造等の状況 

調査は、関係機関等へのヒヤリングとし、類似施設及び周辺施設における節水方法（雨水、

循環利用水（中水）及び再生水の利用を除く。）の種類、構造、取組みの内容等の状況の整理

によった。 

6) 東京都等の計画等の状況 

調査は、「2020年に向けた実行プラン」（平成 28年 12月 東京都）、「水の有効利用促進要綱」

(平成 15 年８月 東京都)、「雨水利用・排水再利用設備計画基準 平成 28 年版」（平成 28 年

1 「循環利用水（中水）」とは、一度使用した水を処理して循環利用（リサイクル）する水をいう。 

出典：パンフレット「貴重な水資源の有効利用のお願い」（東京都都市整備局） 

ここでは、一つの建物で循環利用する個別循環方式で利用される水を指す。 
2 「再生水」とは、通常の下水処理に加え、ろ過処理やオゾン処理などさらに高度な処理を行った水をいう。 

出典：「再生水とは」（平成 28年 10月 14日参照 東京都下水道局ホームページ） 

http://www.gesui.metro.tokyo.jp/jigyou/saiseisui/saiseisui.html 

ここでは、水再生センターから供給される再生水を利用する広域循環方式で利用される水を指す。 

 

- 231 - 

                             



9.9水利用 

 

３月 国土交通省）の計画等の整理によった。 

7) 法令等による基準等 

調査は、水循環基本法（平成 26 年法律第 16 号）、雨水の利用の推進に関する法律（平成 26

年法律第 17 号）の法令の整理によった。 

 

(4) 調査結果 

1) 水利用状況 

ア．類似施設における水利用（雨水、循環利用水（中水）及び再生水）の状況 

類似施設としてＡ施設、Ｂ施設における水利用の状況について表 9.9-2に整理した。 

Ａ施設では、雨水と厨房排水・雑排水を水洗トイレ洗浄用水、冷凍冷蔵庫用冷却水、植栽

灌水、屋上融雪水等に再利用している。Ｂ施設では、花見川終末処理場から供給される再生

水をトイレ洗浄水に利用している。 

表 9.9-2 類似施設における雨水・循環利用水（中水）等の利用状況 

項目 Ａ施設 Ｂ施設 

雨水

利用 

集水面積 36,400 m2 

－ 

雨水貯留施設

容量 
4槽：4,950 m3 

処理方式 ろ過処理・消毒処理 

雨水利用量 37,094m3/年 

循環

利用

水（中

水）利

用 

原水種類 厨房排水、雑排水、冷却ブロー水 

－ 

処理方式 生物処理、ろ過処理、消毒処理 

処理槽容量 
512m3 

（雨水と一緒の再生水槽） 

循環利用水（中

水）利用量 

厨房排水：25,065 m3/年 

雑排水：948,832 m3/年 

冷却ブロー水：146 m3/年 

再 生

水 利

用 

処理センター 

－ 

花見川終末処理場 

処理方式 標準活性汚泥法 

再生水利用量 64,249m3/年 

雨水・循環利用水（中

水）・再生水利用量 
約 111,137 m3/年 64,249m3/年 

雨水・循環利用水（中

水）・再生水用途 

水洗トイレ洗浄用水、冷凍冷蔵庫用冷

却水、植栽灌水、屋上融雪水 
水洗トイレ洗浄用水 

出典：Ａ施設、Ｂ施設の施設設備担当へのヒヤリングによる。 

 

イ．周辺施設等の水利用（雨水、循環利用水（中水）及び再生水）の状況 

計画地が位置する江東区における雑用水利用施設等の状況は、表 9.9-3に示すとおりであ

る。東京都建築物環境計画書制度の届出 1によると、江東区で 361 件の届出があった中で、

雑用水利用の取組みを実施しているのは、公共施設 24 件、民間 74 件の計 98 件であった。

このうち、雨水利用は 63件で、再生水利用が 25件、循環利用水（中水）利用（個別循環）

が 26件で行われる計画となっている。 

 

1東京都建築物環境計画書制度とは、都民の健康と安全を確保する環境に関する条例（平成 12年東京都条例第 25号）に

より創設された制度で、都内の延べ面積 1万 m2を超える新築・増築を行う建築物に対し、建築物における環境配慮の全

体像を明らかにするとともに、優れた環境配慮の取組を行った場合にはそのレベルを評価することなどにより、環境に

配慮した質の高い建築物が評価される市場の形成と、新たな環境技術の開発を促進していこうとするもの（平成 22年

10月以降は 5,000m2超は義務、2,000m2以上は任意）。評価項目は、エネルギーの使用合理化、資源の適正利用、自然環

境の保全、ヒートアイランド現象の緩和から構成される。 
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表 9.9-3 江東区における雑用水利用の状況 

分類 
届出

件数  

雑用水利用の状況 雑用水利用の取組内容 

対象外 未実施 実施 
雨水

利用 

再生水・循環利用水（中水）利用 
工業

用水 

雨水、再生水・循

環利用水（中水）

利用両方実施 
広域循環 2 地区循環 3 個別循環 4 

公共施設 54 17 13 24 18 6 0 0 0 0 

民間 307 75 158 74 45 19 0 26 13 19 

合計 361 92 171 98 63 25 0 26 13 19 

注 1) 一つの建築物で複合用途の場合、各用途別にカウントしている。また、計画書制度のため、工事完了していない

建築物も含まれる。 

2)「雑用水利用の状況」において、「対象外」は、賃貸住宅などの雑用水利用の「評価を行わない」「対象外」となっ

ている建築物、「未実施」は「適用していない」「0点」の建築物を示す。 

出典：「東京都建築物環境計画書制度 計画書の公表」江東区について抜粋 

（平成 28年 10月 14日参照 東京都環境局ホームページ） 

http://www7.kankyo.metro.tokyo.jp/building/area_select.html 

 

また、江東区の不特定多数の人々が集まる商業施設等における雨水・再生水・循環利用水

（中水）等の利用状況の例は、表 9.9-4 に示すとおりである。江東区では、臨海副都心地区

に有明水再生センターから再生水の供給がなされていることから、この供給エリア内に位置

する施設では、再生水利用がなされており、雨水とともに便所洗浄水等に利用されている。

再生水供給エリア外においては、雨水が便所洗浄水に利用されている例があった。 

表 9.9-4 計画地周辺のビル等における雨水・再生水・循環利用水（中水）の利用状況 

項目 

ダイバーシティ東京 

（建築主：青海 Q区画特定目

的会社） 

TOC有明 

（建築主：株式会社 テーオーシー） 
アーバンドックららぽーと豊洲 

（建築主：三井不動産株式会社） 

施設用途 事務所等、百貨店等、 

駐車場等 

事務所等、百貨店等、 

駐車場等 

百貨店等、集会所等、 

駐車場等 

延べ床面積等 203,005.35 m2 

（地上 22階・地下１階） 

111,593.85 m2 

（地上 21階、地下１階、塔屋１階） 

140,316.43 m2 

（地上５階、地下１階、PH１階） 

工事完了年月 平成 24年３月 平成 18年８月 平成 18年８月 

雨水・循環利用

水（中水）・再

生水利用状況 

雨水・循環利用水（中水）・

再生水 
雨水・循環利用水（中水）・再生水 雨水 

計画水量 事務所：250.90m3/日 

百貨店：300.00 m3/日 

百貨店等：100.00m3/日 百貨店等：100.00m3/日
 

貯留槽容量 百貨店：40.80 m3 百貨店等：360.00m3 百貨店等： 50.00m3 

集水面積 不明 4,310.06 m2 6,000.00m2 

利用先 便所洗浄水 便所洗浄水、散水用水 便所洗浄水 

出典：「東京都建築物環境計画書制度 計画書の公表」（平成 28年 10月 14日参照 東京都環境局ホームページ） 

http://www7.kankyo.metro.tokyo.jp/building/area_select.html 

 
2広域循環とは、水再生センターから供給される再生水を供給可能な建築物等において、雑用水として利用する方式。 
3地区循環とは、一定区画内の複数の建築物で発生する排水や建築物及びその敷地内で集水した雨水を一箇所で集中的に

処理し、その区画内の建築物等において、雑用水として利用する方式。 
4個別循環とは、建築物内で発生する排水や建築物及びその敷地内で集水した雨水を同一建築物で処理し、当該建築物及

びその敷地内において、雑用水として利用する方式。 

出典：「水の有効利用促進要綱」（平成 15 年８月 東京都） 
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2) 供給状況 

東京都内の主な広域循環施設による下水処理の実績と再生水の供給量の状況は、表 9.9-5及

び表 9.9-6に示すとおりである。現在、西新宿・中野坂上地区、臨海副都心地区、品川駅東口

地区、大崎地区、汐留地区、永田町及び霞が関地区、八潮及び東品川地区の７地区で再生水の

供給が行われており、188 施設で再生水が利用されている。計画地周辺へは有明水再生センタ

ーから再生水の供給がなされている。 

表 9.9-5 区部の水再生センター別下水処理の実績 

        実 績 

水再生センター 

下水処理量（m3） 

年間 １日平均 

芝浦 237,488,650 648,876 

三河島 154,428,820 421,937 

中川 66,214,370 180,914 

みやぎ 68,599,380 187,430 

砂町 141,436,830 386,439 

有明 5,555,560 15,179 

小菅 83,531,110 228,227 

葛西 113,990,190 311,449 

落合 127,473,500 348,288 

中野 9,488,450 25,925 

浮間 51,883,020 141,757 

新河岸 194,807,340 532,260 

森ヶ崎 420,622,630 1,149,242 

計 1,675,519,850 4,577,923 

出典：「東京都下水道局事業概要 平成 28年版」 

（平成 28年 10月 14日参照 東京都下水道局ホームページ） 

http://www.gesui.metro.tokyo.jp/gijyutou/jg28/jg28.htm 

表 9.9-6 水再生センターにおける処理水・再生水の用途と供給量 

種別 水再生センター 主な供給先 主な用途 供給量(m3） 

処

理

水 

森ヶ崎 
清掃工場（品川・大田）、 

国土交通省等 
冷却・洗浄水用・防塵用等  72,943 

各水再生センター 公共団体等 
プラント用水・洗浄水用・ 

防塵用等 
1,132,212 

小計 1,205,155 

再

生

水 

芝浦 

品川駅東口・大崎・汐留・永田町

及び霞が関・八潮及び東品川地区

再生水利用事業 

地域内ビル等の水洗トイレ用等 1,714,043 

御成橋 修景用水 60,825 

落合 

西新宿及び中野坂上地区再生水

利用事業 
地域内ビル等の水洗トイレ用等 1,226,394 

環境局（城南三河川） 清流復活用水 30,114,250 

有明 臨海副都心地区再生水利用事業 地域内ビル等の水洗トイレ用等 779,768 

小計 33,895,280 

合 計 35,100,435 

出典：「東京都下水道局事業概要 平成 28年版」（平成 28年 10月 14日参照 東京都下水道局ホームページ） 
http://www.gesui.metro.tokyo.jp/gijyutou/jg28/jg28.htm 

 

3) 雨水利用施設の種類、構造等の状況 

類似施設のＡ施設、Ｂ施設の２施設における雨水利用施設の種類、構造等は、表 9.9-2（p.232

参照）に示したとおりである。Ａ施設において、屋根から雨水貯留槽に集水し、再利用してい

る。Ａ施設では、砂ろ過や消毒処理を施している。 

4) 循環利用水（中水）の種類、構造等の状況 

類似施設のＡ施設、Ｂ施設の２施設における循環利用水（中水）利用施設の種類、構造等は、

表 9.9-2（p.232 参照）に示したとおりである。Ａ施設では、厨房排水・雑排水を生物処理・
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ろ過処理・消毒処理等を施した後に再利用している。Ｂ施設では、循環利用水（中水）の再利

用は行っていない。 

5) 節水方法（雨水、循環利用水（中水）及び再生水の利用を除く）の種類、構造等の状況 

類似施設のＡ施設、Ｂ施設の２施設における節水方法（雨水、循環利用水（中水）及び再

生水の利用を除く）の種類、構造等の状況について表 9.9-8 に整理した。類似施設等では、

トイレ手洗いへのセンサー設置や、節水型トイレ等が設置されている。 

表 9.9-8 類似施設等における節水の取組 

項目 Ａ施設 Ｂ施設 

機器設置等

の取組み 

・トイレ手洗いにセンサー 

設置 

・節水型トイレの採用 

・トイレに擬音装置を設置 

・トイレ手洗いにセンサー 

設置 

・節水型トイレの採用 

・トイレに擬音装置を設置 

・手洗いに自動水栓設置 

出典：Ａ施設、Ｂ施設の施設設備担当へのヒヤリングによる。 

 

6) 東京都等の計画等の状況 

水利用に関する東京都等の計画等については、表 9.9-8(1)～(2)に示すとおりである。東京

都では、「水の有効利用促進要綱」により、一定規模の大規模建築又は開発事業に対して、便

所洗浄水や修景用水、散水などの雑用水に、雨水、循環利用水（中水）及び再生水の利用を要

請している。また、国土交通省は、「水循環基本法」（平成 26年法律第 16号）に基づき雨水の

利用の推進に関する基本方針を定めているほか、官庁施設に排水再利用システム又は雨水利用

システムを設置する場合の計画基準を設けている。 

表 9.11-8(1) 水の効率的利用への取組に関する東京都等の計画、目標等 

名称 内容 

2020 年に向けた

実行プラン 

（平成 28年 12月 

東京都） 

○都民ファーストの視点で、３つのシティ（セーフシティ、ダイバーシティ、スマートシティ）を
実現し、新しい東京をつくる 
①誰もが安心して暮らし、希望と活力を持てる東京 
②成長を生み続けるサステイナブルな東京 
③日本の成長エンジンとして世界の中で輝く東京 

○スマートシティ 
 ～世界に開かれた、環境先進都市、国際金融・経済都市・東京～ 
 政策の柱２ 快適な都市環境の創出 
・東京の健全な水循環、水辺の水質の回復に向けて、雨水や下水再生水の利用促進、河川や運河の

水質の維持・改善を図り、快適な水環境の創出に取り組んでいく。 

水の有効利用促

進要綱 

（平成 15 年８月 

東京都） 

○対象 

建築物：延べ床面積 10,000m2以上の建築物 

開発事業：開発面積 3,000m2以上の開発事業（都市計画法第 4条第 7項に規定する市街地開発事業：

土地区画整理事業、市街地再開発事業など） 

○水の有効利用の種類 

雑用水利用：一度使用した水や雨水を処理した水を、水道水の代わりにトイレ洗浄水や植栽散水な

どの雑用水用途に利用すること。 

雨水浸透：敷地内に降った雨を下水道に放流するのではなく、なるべく地中にしみこませること。 

○必要な手続等 

建築物：当該建築物の確認申請書又は計画通知書を提出する時までに、「雑用水利用・雨水浸透計

画書」を提出する。 

開発事業：当該開発事業の許可又は許可を申請するときまでに「雑用水利用・雨水浸透計画書」を

提出する。 
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表 9.11-8(2) 水の効率的利用への取組に関する東京都等の計画、目標等 

名称 内容 

雨水の利用の推

進に関する基本

方針 

（平成 27年３月 

国土交通省） 

○雨水の利用の推進に関する施策に係る基本的な事項 

＜地方公共団体等における雨水の利用の推進＞ 

地方公共団体は、雨水の利用を推進するため、法 ※第８条に規定する都道府県方針、法第９条に

規定する市町村計画の策定及び雨水の利用に関する普及啓発に努めるものとする。また、地方公共

団体及び地方独立行政法人は、雨水の利用を推進するため、法第１１条に規定する地方公共団体及

び地方独立行政法人による自らの雨水の利用のための施設の設置に関する目標の設定に努めるも

のとする。 

※法とは、次ページに示す「水循環基本法」（平成 26年法律第 16号） 

雨水利用・排水再

利用設備計画基

準 平成 28年版 

（平成 28 年３月 

国土交通省） 

○対象 

官庁施設の雨水利用設備及び排水再利用設備の基本計画及び実施設計を行う場合 

（排水再利用設備に係る基準は、公共下水道処理区域内において、個別循環方式又は地区循環方式

とする場合に適用するものとし、広域循環方式は除く） 

＜雨水利用設備＞ 

○基本事項 

(1)雨水利用設備は、水資源の有効利用、下水道等への雨水の集中的な流出抑制、都市計画等の観

点から導入を計画する。 

(2)雨水利用設備の計画にあたり、与条件を確認し、環境負荷の低減、経済性等の必要項目につい

て検討する。 

○計画 

(1)雨水利用水の用途は、建物用途、集水量、経済性等を考慮して計画する。 

(2)雨水利用水の水質は、用途に応じ、衛生、環境、機能等を阻害しないものとし、関係法令等に

適合するものとする。 

(3)雨水利用計画水量は、雨水利用水の水量を考慮し、定めた水量とする。 

(4)雨水の集水場所は、原則として、屋根面とする。屋根面の雨水が、人為的に汚染される可能性

がある場合は、汚染防止対策を施すものとする。 

○実施設計 

雨水利用設備の設計は、与条件に基づき、雨水集水量、雑用水使用水量、雨水貯留槽容量、処理フ

ロー、装置の構造、雨水貯留槽の満水対策、下水道等への流出抑制対策、監視及び制御、雨水集水

管、上水補給方法等について検討する。 

○施工 

雨水利用設備の施工は、関係法令、地方公共団体の条例等によるほか、公共建築工事標準仕様書（建

築工事編）（以下「標準仕様書（建築）」という。）、公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編）

（以下「標準仕様書（機械）」という。）、公共建築設備工事標準図（機械設備工事編）（以下「標

準図（機械）」という。）による。 

○維持管理 

雨水利用設備の維持管理は、関係法令、地方公共団体の条例等による。 

＜排水再利用設備＞ 

○基本事項 

(1)排水再利用設備は、水資源の有効利用、都市計画等の観点から導入を計画する。 

(2)排水再利用設備の計画にあたり、与条件を確認し、環境負荷の低減、経済性等の必要項目につ

いて検討する。 

○計画 

(1)排水再利用水の用途は、建物用途、原水の種類、経済性等を考慮して計画する。 

(2)排水再利用設備の原水は、水質、排水量、水量の安定性、再利用先における使用水量、経済性

等を総合的に考慮して計画する。 

(3)排水再利用水の水質は、用途に応じ、衛生、環境、機能等を阻害しないものとし、関係法令等

に適合するものとする。 

(4)計画水量は、排水再利用水の使用水量を考慮して定めた原水の利用水量とする。 

○実施設計 

排水再利用設備の設計は、原水の種類・水量、再利用の用途、建築物の用途・特性、経済性等を総

合的に考慮して決定する。また、与条件を確認し、便所洗浄水量、用途別排水量、原水種別、処理

フロー、装置構造・付帯設備、計装機器、水槽の満水対策等の項目を検討する。 

○施工 

排水再利用設備の施工は、関係法令、地方公共団体の条例等によるほか、標準仕様書（建築）、標

準仕様書（機械）、標準図（機械）による。 

○維持管理 

排水再利用設備の維持管理は、関係法令、地方公共団体の条例等による。 
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7) 法令等による基準等 

水利用に関する法令等による基準等は、表 9.9-9に示すとおりである。 

表 9.9-9 水利用に関する法令等 

法令・条例等 責務等 

水循環基本法 

（平成 26年法律 

第 16号） 

（目的） 

第一条 この法律は、水循環に関する施策について、基本理念を定め、国、地方公共団体、事業

者及び国民の責務を明らかにし、並びに水循環に関する基本的な計画の策定その他水循環に関

する施策の基本となる事項を定めるとともに、水循環政策本部を設置することにより、水循環

に関する施策を総合的かつ一体的に推進し、もって健全な水循環を維持し、又は回復させ、我

が国の経済社会の健全な発展及び国民生活の安定向上に寄与することを目的とする。 

（基本理念） 

第三条 水については、水循環の過程において、地球上の生命を育み、国民生活及び産業活動に

重要な役割を果たしていることに鑑み、健全な水循環の維持又は回復のための取組が積極的に

推進されなければならない。 

２ 水が国民共有の貴重な財産であり、公共性の高いものであることに鑑み、水については、その

適正な利用が行われるとともに、全ての国民がその恵沢を将来にわたって享受できることが確

保されなければならない。 

３ 水の利用に当たっては、水循環に及ぼす影響が回避され又は最小となり、健全な水循環が維持

されるよう配慮されなければならない。（以下略） 

（地方公共団体の責務） 

第五条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、水循環に関する施策に関し、国及び他の地方公共

団体との連携を図りつつ、自主的かつ主体的に、その地域の特性に応じた施策を策定し、及び

実施する責務を有する。 

（事業者の責務） 

第六条 事業者は、その事業活動に際しては、水を適正に利用し、健全な水循環への配慮に努める

とともに、国又は地方公共団体が実施する水循環に関する施策に協力する責務を有する。 

（関係者相互の連携及び協力） 

第八条 国、地方公共団体、事業者、民間の団体その他の関係者は、基本理念の実現を図るため、

相互に連携を図りながら協力するよう努めなければならない。
 

雨水の利用の推進に

関する法律 

（平成 26年法律 

第 17号） 

（目的） 

 第一条 この法律は、近年の気候の変動等に伴い水資源の循環の適正化に取り組むことが課題と

なっていることを踏まえ、その一環として雨水の利用が果たす役割 に鑑み、雨水の利用の推進

に関し、国等の責務を明らかにするとともに、基本方 針等の策定その他の必要な事項を定める

ことにより、雨水の利用を推進し、もって水資源の有効な利用を図り、あわせて下水道、河川

等への雨水の集中的な流出の抑制に寄与することを目的とする。 

（国及び独立行政法人等の責務） 

第三条  国は、雨水の利用の推進に関する総合的な施策を策定し、及び実施するものとする 

２ 国及び独立行政法人等は、自らの雨水の利用を推進するための措置を講ずるよう努めなけれ

ばならない。 

（地方公共団体及び地方独立行政法人の責務） 

第四条 地方公共団体は、その区域の自然的社会的条件に応じて、雨水の利用の推進に関する施策

を策定し、及び実施するよう努めなければならない。 

２ 地方公共団体及び地方独立行政法人は、自らの雨水の利用を推進するための措置を講ずるよう

努めるものとする。 

（事業者及び国民の責務） 

第五条 事業者及び国民は、自らの雨水の利用に努めるとともに、国又は地方公共団体が実施す

る雨水の利用の推進に関する施策に協力するよう努めるものとする。 
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9.9.2 予測 

(1) 予測事項 

予測事項は、水の効率的利用への取組・貢献の程度とした。 

 

(2) 予測の対象時点 

予測の対象時点は、東京 2020 大会の実施のための施設が運営されている時点とし、大会開催

前、大会開催中及び大会開催後においてそれぞれ代表的な時点又は期間のうち、大会開催後の後

利用時とした。 

 

(3) 予測地域 

予測地域は、計画地とした。 

 

(4) 予測手法 

予測は、施工計画等から推定する方法とした。 

 

(5) 予測結果 

本事業は、大会後は本体建物を東京都が引き取り、展示場として 10 年程度活用する予定であ

り、雨水利用及び循環水（中水）利用の計画はないが、トイレ手洗いセンサーや節水型トイレ等

の一般的な節水対策機器の使用を予定している。 

 

9.9.3 ミティゲーション 

(1) 予測に反映した措置 

・トイレ手洗いセンサーや節水型トイレ等の一般的な節水対策機器の使用を予定している。 

 

(2) 予測に反映しなかった措置 

・利用者に対する節水を周知するなど、より一層の水使用量の削減に努める。 

 

9.9.4 評価 

(1) 評価の指標 

評価の指標は、標準的な節水対策とした。 

 

(2) 評価の結果 

本事業は、大会後は本体建物を東京都が引き取り、展示場として 10 年程度活用する予定であ

る。東京都においては、「水の有効利用促進要綱」により、一定規模の大規模建築又は開発事業

に対して、トイレ洗浄水や修景用水、散水などの雑用水に、雨水、循環利用水（中水）及び再生

水の利用を要請している。本事業は、恒久的な利用を予定している施設ではないことから、現時

点では雨水利用及び循環水（中水）利用の計画はないが、トイレ手洗いセンサーや節水型トイレ

等の一般的な節水対策機器の使用を予定しているとともに、後利用時の利用者に対して節水を周

知するなど、水使用量の削減を図る計画である。 

以上のことから、一時的な施設としての標準的な節水対策は講じられ、評価の指標は満足する

ものと考える。 
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